
消費税10％
「先送り」でなく
きっぱり中止を

消費税に頼らない「別の道」があります
富裕層と大企業に応分の負担をもとめる

税制改革

内部留保の活用で国民の所得を増やす
経済改革

　消費税8％への増税と「異次元の金融緩和」で、
物価があがり、実質賃金は15カ月連続でマイナス
に。4月～ 6月のGDP（国内総生産）は大幅にダウ

ンしました。くらしが悪化し、景気が落ち込む「悪循
環」に陥っています。“大企業本位の経済対策で好
循環を実現する”という安倍政権の経済失政です。

　消費税増税で、これ以上国民の所得を奪うこ
とは日本経済にとって自殺行為。総選挙は消費税

10％をストップさせる絶好のチャンスです。国民の
審判できっぱり中止させましょう。

　家計でも、中小企業でも、負担能力を超えた負担をお
しつけられたら、深刻な打撃をこうむります。しかし、富裕
層や大企業は、税制で優遇され、負担能力は十分です。

　つみあがった大企業の内部留保は285兆円。この1年
で13兆円も増えました。ほんの一部を活用するだけで、
大幅な賃上げは可能です。

　政府・与党にも消費税10％への増税先送りの声。8％
への増税で経済が失速、国民の世論と運動で、安倍政
権が追い込まれた結果です。「先送りで実施」ではなく、
きっぱり中止させる─総選挙は、絶好の機会です。

アベノミクスで「好循環」どころか「悪循環」に

総選挙で「10％ストップ」の審判を
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増える大企業の内部留保
減らされる給与所得総額

大企業の内部留保

民間給与総額

１９９7 2000 2005 2010 2013（年）

285
兆円

142
兆円

200
兆円

221
兆円

内部留保は「法人企業統計調査」
給与所得総額は国税庁「民間給与実態統計調査」


